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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 47,852,438 48,166,006 46,427,186 51,304,379 49,511,503 

経常利益 (千円) 2,268,420 2,088,126 1,670,773 1,103,941 340,597 

当期純利益 (千円) 1,536,120 1,124,509 887,150 575,338 439,385 

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,000,000 1,384,000 1,384,000 1,384,000 1,384,000 

発行済株式総数 (株) 20,000,000 22,000,000 22,000,000 22,000,000 22,000,000 

純資産額 (千円) 6,842,075 8,320,666 8,729,447 8,864,785 8,864,171 

総資産額 (千円) 15,619,206 16,169,705 16,517,858 16,417,550 16,746,444 

１株当たり純資産額 (円) 342.10 376.84 396.79 402.94 402.92 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

17.50 

(7.50)

20.00

(10.00)

20.00

(10.00)

20.00 

(10.00)

20.00

(10.00)

１株当たり当期純利益 (円) 76.80 50.51 40.32 26.15 19.97 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.8 51.5 52.8 54.0 52.9 

自己資本利益率 (％) 22.5 14.8 10.4 6.5 5.0 

株価収益率 (倍) ― 8.8 21.5 28.9 ― 

配当性向 (％) 22.8 39.6 49.6 76.5 100.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 873,685 △168,261 1,291,352 669,512 732,812

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,375,231 760,698 △1,722,736 1,136,621 △1,716,376

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △250,000 436,320 △440,444 △439,867 △440,386

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) 2,753,541 3,782,298 2,910,470 4,276,737 2,852,786

就業人員数 
(内派遣員数) 

(名) 
(名) 

648 
(17)

637
(7) 

650
 (2) 

759 
 ( 89) 

777
(136) 



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 当社の関連会社は平成14年3月期において利益基準及び剰余金基準からみて、また平成15年3月期以降は利益基準及び利益

剰余金基準からみて重要性が乏しいため、持分法を適用した場合の投資利益の記載は省略しております。 

４ １株当たり配当金において、平成14年3月期に2円50銭の特別配当が含まれております。また、平成15年3月期には2円50銭

の記念配当が含まれております。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

６ 株価収益率における平成14年3月期は、当社株式が非上場・非登録なので記載しておりません。 

      また、平成18年3月期の株価収益率については、平成18年3月28日に上場廃止となっているため記載しておりません。 

７ 平成15年3月期から「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計基準

第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計

基準適用指針第4号）を適用しております。 

８ 平成17年3月期以降、就業人員（内派遣員数）が増加しているのは、携帯電話保守サービス業務における迅速で高品質な

機器修理対応等によるものです。 

  



２ 【沿革】 

昭和25年８月 ・株式会社日立製作所亀有工場の業務を一部分離し、日交自動車工業株式会社(現：当社)としてヂ

ーゼル機関、自家用発電装置、土建機械並びに一般自動車の修理及び自動車部品の販売を目的と

して東京都足立区に設立。資本金100万円 

昭和30年12月 ・ヂーゼル機関、自家用発電装置、土建機械並びに一般自動車の修理部門を日立建機株式会社に譲

渡し、商号を日交自動車部品販売株式会社と変更 

昭和43年10月 ・睦産業株式会社、国勢自動車工業株式会社と合併し、商号を日立自動車部品販売株式会社と変

更。本社を東京都千代田区に移転 

        11月 ・株式会社日立製作所、東京日立モートルサービス株式会社、西部日立サービス株式会社、新日幌

機電株式会社、日星電機株式会社の自動車関係部門(株式会社日立製作所は市販営業部門及びサー

ビス部門)の営業譲渡を受ける。資本金１億円 

昭和44年２月 ・佐和産業株式会社(現：株式会社日立カーエンジニアリング)を設立(株式会社日立製作所自動車機

器グループの自動車補修部品部門分離に伴い、補修部品供給体制強化のため) 

        ５月 ・本社社屋を東京都港区に新築し移転 

昭和47年11月 ・日新オートサービス株式会社を設立(大口ユーザールート及び新規二次店の開拓並びにサービス部

門の拡充を図るため) 

昭和52年２月 ・海外現地法人として香港に日立自動車部品販売(東南)有限公司を設立 

昭和53年５月 ・資本金を２億円に増資 

平成元年７月 ・移動体通信事業の開始(関西セルラー電話株式会社(現：KDDI株式会社)と取引開始) 

平成２年４月 ・商号を株式会社日立オートシステムズと変更 

平成３年４月 ・移動体保守サービス事業の開始(関西セルラー電話株式会社(現：KDDI株式会社)の保守サービス業

務開始) 

平成５年８月 ・自動車用リサイクル部品事業立ち上げに伴い、各支店所轄公安委員会より古物営業許可を順次取

得 

平成９年12月 ・海外現地法人としてシンガポールに Hitachi Automobile Appliances Sales (South East) 

Singapore Pte.Ltd.（現 Hitachi Mobile Singapore Pte.Ltd.）を設立 

平成10年６月 ・東京都より特定建設業(電気通信工事業)の許可取得 

平成11年５月 ・資本金を５億円に増資 

    10月 ・商号を株式会社日立モバイルと変更 

        12月 ・香港の日立自動車部品販売(東南)有限公司を解散(活動拠点をシンガポールに移したため) 

平成12年６月 ・資本金を10億円に増資し、本社を東京都港区から東京都品川区に移転 

        10月 ・日新オートサービス株式会社を解散(当社の移動体通信事業を初めとした業容の拡大から、同社を

当社に取込み保守サービス事業の充実を図るため) 

       ・上記解散に伴い同社の出資会社であった、株式会社四国日新オート及び有限会社福岡日新(両社共

に出資比率30％)に対し当社が同額を出資 

        11月 ・本社及び東京支店(天王洲パークサイドビル15階)を対象サイトにISO14001を認証取得 

平成13年８月 ・株式会社四国日新オートの出資比率を変更(35％) 

・株式会社日立カーエンジニアリングの当社所有株式の全部を株式会社日立製作所 

に譲渡 

平成14年３月 ・東京都江東区に東雲事業所を新設。多目的事業所として、移動体保守サービスセンター、リビル

ト品の検査・試作、塗装システムの試験等の各設備の他、電子制御による自動倉庫の機能を備え

る 

        ５月  ・関東総合通信局より携帯電話基地局の無線設備等の点検に必要な無線局第二種認 

定点検事業の認定取得 

        ６月  ・株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

        ７月  ・関東総合通信局より特定無線設備認定点検事業の認定取得 

平成15年４月  ・関東総合通信局より放送設備、衛星通信、空港の無線設備等、高出力で公共性の 

                高い設備を含む無線局の点検に必要な無線局第一種認定点検事業の認定取得 

    ７月 ・海外現地法人の商号をHitachi Mobile Singapore Pte.Ltd.へ変更 

    ９月 ・東京証券取引所市場第一部銘柄に指定 



平成16年４月 ・改正電波法の施行により無線局第一種認定点検事業が無線局登録点検事業に名称 

変更 

平成18年３月 ・株式交換による株式会社日立製作所の完全子会社化に伴い、東京証券取引所市場 

第一部の上場廃止 



３ 【事業の内容】 

当社グループは親会社（株式会社日立製作所）、子会社１社（Hitachi Mobile Singapore Pte.Ltd．）、関連会社

2社（有限会社福岡日新、株式会社四国日新オート）により構成されており、移動体通信、自動車関連機器の販売及び

移動体通信、自動車関連機器の保守サービスを主たる業務としております。なお、上記子会社は重要性が乏しいた

め、連結財務諸表は作成しておりません。 

当社の事業内容は次のとおりであります。なお、次の３事業部門は「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (1)財務諸表 

②損益計算書」に記載する売上区分と同一であります。 

(1) 移動体通信事業 

① 携帯電話・PHS販売事業 

全国ネットの携帯電話ショップ（直営店38店、提携店49店他）を通じて新規ユーザから移動体通信サービス契約

の申し込みを受付け、移動体通信事業者（以下、通信事業者という）に取り次ぐと共に、ユーザに移動体通信機

器(端末機)を販売、あるいは既存ユーザから機種変更の申し込みを受付け、前述の新規ユーザと同様に取り次

ぎ、販売する事業であります。また、当社の提携店等に移動体通信機器(端末機)を販売いたします。 

また、企業の通信費一括管理による効率性・利便性を目的とした「統合通信管理システムサービス」を展開して

おります。 

なお、上記関連会社の株式会社四国日新オートは移動体通信販売事業を主たる業務としています。 

② 情報システム事業 

多様化する市場ニーズの中で、自動車せりシステムや法人向け情報システム等の各種システムを開発提案し販売

する事業であります。主要商品には、ハイブリッドオートオークションシステム、位置情報システム（MobaPo）

等があります。 

(2) 自動車関連機器事業 

① 自動車用補修部品事業 

全国ネットの特約店84店・指定サービス店223店・一般契約店277店、合計524店(特約店と指定サービス店の重

複60店を除く)の契約販売店網を通じて、直噴ガソリンエンジン車やハイブリッドカーを含む自動車用補修部

品、及び環境問題に配慮したリサイクル部品（リビルト品）を販売する事業であります。主要商品には、オル

ターネータ、スタータ、ダイアグモニタ（自動車故障診断装置）等があります。 

なお、上記子会社 Hitachi Mobile Singapore Pte.Ltd.及び関連会社 有限会社福岡日新は当社より自動車用

補修部品を仕入れ、これの販売を主な事業としています。 

② 自動車用品事業 

高度道路交通システム（ＩＴＳ）をはじめとする車の市場環境が多様化する中で市場のニーズを取り入れ、自

動車用品及び船舶用品を販売する事業であります。主要商品には、車両動態管理システム（e-trasus）、ノン

ストップ自動料金支払いシステム（ＥＴＣ）車載器、フィルムレス・エレメントアンテナ、携帯電話ハンズフ

リーカーキット、ビルジポンプ、圧着ターミナル等があります。 

(3) エンジニアリング・保守サービス事業 

① 移動体保守サービス事業 

全国に移動体保守サービスセンターを設置し、主にＫＤＤＩ株式会社の携帯電話・自動車電話のアフターサー

ビスを行っておりますが、平成１５年１０月１日よりＫＤＤＩ株式会社との保守サービス業務委託契約から携

帯電話機器メーカーとの直接契約による保守体制となりました。 

   また、ＫＤＤＩ株式会社のショップ業務用端末の設置、保守に関する委託業務を行っています。その他、「無

線局登録点検事業者」として携帯電話基地局の保守事業を推進しています。 

② 自動車関連機器サービス事業 

全国に223店の指定サービス店網を配備し自動車用補修部品・自動車用品(カーナビゲーションを含む)の修理並

びに整備を行っています。また取付・保守サービスを行う主要商品には車両動態管理システム（e-trasus）、

ノンストップ自動料金支払いシステム（ＥＴＣ）車載器、車両セキュリティシステム等があります。 

  



事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 上記の他、非連結会社である子会社１社及び持分法非適用会社である関連会社２社があります。 

２ 上記は有価証券報告書の提出会社です。なお、当社は平成18年4月1日の株式交換により、（株）日立製作所の完全子会社

となったため、議決権の被所有割合が100.0％となっております。 

３ 当社では、社外取締役の多様な視点や見識を当社経営に積極的に活用すべく、(株)日立製作所において要職にある方に当

社社外取締役を兼務して頂くことで、日立グループ全体の経営戦略を互いに共有し、整合性の取れた経営判断を可能とし

たいと考え招聘しました。なお、(株)日立製作所より招聘した社外取締役は、平成18年３月31日現在、次のとおりとなっ

ております。 

  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員は正社員及び嘱託の人員となっております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３  正社員の区分は一般職社員及び専門職社員であり定義は次のとおりであります。 

① 一般職社員 

期間の定めのない労働契約書を締結して採用される者で、入社後の教育や業務経験を通じて能力を伸長させ業務を遂行

する人材であり、一般職社員就業規則に基づき就労します。 

② 専門職社員 

高度な専門能力を持ちエキスパートとして即戦力となる人材及び、ショップ・サービス業務の専門職として勤務地・職

種が固定され給与を決定する者で、専門職社員就業規則により就労します。 

なお、職務によっては職制に任用する場合もあります。 

    ４  平成18年3月31日現在、上記の他136名の派遣員がおります。 

  

  

(2) 労働組合の状況 

当社には労働組合組織はありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(親会社)         

㈱日立製作所 東京都千代田区 282,033 総合電機 ― 64.8

役員の兼任２名、転籍７
名 
自動車用補修部品、情報
機器の仕入 
サービス業務代行の売上 
資金の預入・払出 
  

当社における役職 氏名 株式会社日立製作所における役職 

社外取締役 村  田  嘉  一 特命顧問 

社外取締役 前  田  正  博 理事・上席常務 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 

641名 36歳0ヵ月 11年6カ月 4,736,997円 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期における我が国の経済は、内外需ともに好調に推移し、平成17年10～12月期の実質GDP成長率が、前年同期比

4.0％、前期比年率では5.4％と高い伸びを示しました。平成17年度の実質GDP成長率は3.2％、4年連続のプラス成長と

なると予測されています。平成18年3月9日には日銀が量的緩和政策の解除を打ち出し、構造的課題であったデフレ脱

却の入り口に立ったものの、ゼロ金利政策は維持されるため、当面は金融緩和の状態が継続するものと思われます。 

このような経済情勢のもと、当期における当社の業績は、自動車関連機器事業が前期を上回る売上高を確保いたしま

したが、移動体通信事業、エンジニアリング・保守サービス事業の売上高が前期を下回りました。また、移動体通信

事業におけるＭ＆Ａを含む携帯電話ショップ出店費用等、先行投資費用の発生の影響により、当期における当社の業

績は売上高49,511百万円（前期比96.5%）、経常利益340百万円（前期比30.9%）当期純利益439百万円（前期比76.4%）

となりました。 

なお、当社は成長ビジネスであるオートモティブシステム事業(自動車機器事業)における一段の競争力強化を図るた

め、平成18年4月1日付で(株)日立製作所の完全子会社となりました。 

旧日立ユニシア及び旧トキコにより拡大した(株)日立製作所のオートモティブシステム事業のアフタービジネスを当

社に統合することにより、当社の自動車メーカー向けも含めた補修品販売や保守サービスといったアフタービジネス

との一体運営による一貫したバリューチェーンの構築を図り、両社の専門技術・ノウハウを集約し効率的かつ競争力

のある事業運営体制を実現します。 

また、(株)日立製作所と当社の垂直統合により、製造・開発からエンジニアリングサービスまでの一貫体制を構築す

ることで、顧客や技術のニーズに迅速に対応し、競争がますます激化する自動車市場におけるベスト・ソリューショ

ン・パートナーを目指してまいります。 

                              〔市場予測出典：平成18年3月１7日（日立総研）短期経済予測〕 

①移動体通信事業 

当社基幹事業の一つである移動体通信事業につきましては、平成18年3月末で携帯電話の稼動台数は91,792千台で、純

増数は4,795千台（前期比5.9％減）となるなど、携帯電話の新規加入者数の増加は頭打ちの傾向が続いています。今

後は端末機器の買い替え需要が中心となり、ナンバーポータビリティの導入、周波数帯の再編成等により市場は一層

変化することが予想され、通信事業者の新規参入と併せて、通信事業者間のサービス競争がさらに激化するものと思

われます。 

このような環境のもと当社では、全国規模のショップ展開でスクラップ＆ビルドを推進し、当期中の出退店は、直営

店においては譲受を含めて開店5店、譲渡を含めて退店10店及び3店のリニューアルと2店のリロケーションを実施し、

また、提携店においては退店10店、リロケーション2店、リニューアル6店を実施しております。その結果、当期末の

店舗数は前期末に比べて直営店は5店減の38店、提携店は10店減の49店、合計では15店減の87店とし、販売効率の向上

と業績の確保に努めてまいりましたが、前述の厳しい販売環境下で携帯電話の販売台数が計画値を下回りました。 

この結果当期の売上高は29,407百万円（前期比93.7%）となりました。 

                          〔稼動台数出典：平成18年4月10日（社）電気通信事業者協会〕 

  

②自動車関連機器事業 

イ、（自動車用補修部品事業） 

自動車市場における当期の国内新車販売台数（軽自動車を含む）が前期比100.7%の5,861千台と推移する中で、自動

車の電子化、電動化が一段と進み、アフターサービス市場の内容は大きく変化しつつあります。このような市場環境

のもとで当社は、次世代自動車サービスショップ「PitCom」の全国展開をスタートし、(株)日立製作所ほか日立グル



ープ各社と協調をとり、自動車アフターマーケットにおけるサービス体制の強化と事業効率・ＣＳ向上を推進してお

ります。また、リビルト品の機種拡大や、ブレーキパッド、ヴァレオ製クラッチ等を取り扱うことにより業容の拡大

を図っております。当期においては故障診断装置（ダイアグノスティックモニタ）の新機種発売や季節要因等による

修理需要の拡大も影響し、自動車用補修部品事業の売上高は、前期を上回っております。 

〔国内新車販売台数出典：平成18年4月4日 日経産業新聞〕

ロ、（自動車用品事業） 

高度道路交通システム（ＩＴＳ）関連商品の市場ニーズを取入れ、ノンストップ自動料金支払いシステム（ＥＴＣ）

や車両動態管理システム（e-trasus）、車両セキュリティシステム等の拡販に努めるとともに、新型フィルムレス・

エレメントアンテナの市場投入や、高付加価値整備市場の拡大を視野に入れたペイントリペアシステム等の整備業向

機器へ積極的に取組んでまいりましたが、当期に市場投入を予定していた商品の投入が後半にずれ込んだこと等によ

り、自動車用品事業の売上高は前期を下回っております。 

これら事業の取組みにより当期の自動車関連機器事業の売上高は15,099百万円（前期比103.6%）となりました。 

  

③エンジニアリング・保守サービス事業 

イ、（移動体保守サービス事業） 

  全国に移動体保守サービスセンターを設置して、携帯電話機器メーカーと保守サービス業務委託契約を締結し、主に

ＫＤＤＩ（株）の携帯電話・自動車電話のアフターサービスを行っており、また、ＫＤＤＩ（株）のショップ業務用

端末の設置、保守に関する委託業務を行うとともに、「無線局登録点検事業者」として、携帯電話基地局の保守事業

を推進しております。 

なお、当期において一部地域で新たに２社の保守サービス業務委託契約を獲得したものの、携帯電話機器メーカーの

修理業務内製化に伴い、保守サービス業務委託契約の一部地域の終了２社がありました。当期の移動体保守サービス

事業の売上高は、携帯電話保守サービス業務の安定化や一部携帯電話機器メーカーの修理業務内製化等により前期を

下回っております。 

  

ロ、（自動車関連機器サービス事業） 

 （株）日立製作所ほか一部の日立グループ会社よりサービスの委託を受けて、全国で223店の指定サービス店網を配備

し、自動車関連機器アフターマーケットにおけるエンジニアリングサービス事業を推進しております。また、自動車

用補修部品・カーナビゲーションを含む自動車用品の修理及び整備やＥＴＣ車載器のセットアップを事業化する等、

売上拡大に努めております。当期の自動車関連機器サービス事業の売上高は季節要因等による修理需要の拡大等によ

り、前期を上回っております。 

この結果、当期のエンジニアリング・保守サービス事業の売上高は5,004百万円（前期比93.5%）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当期における現金及び現金同等物は、投資有価証券売却による収入699百万円や仕入債務の増加435百万円といったキ

ャッシュ・フローの増加要因があるものの、有価証券（リース債権信託受益権等）取得△1,866百万円の減少要因があ

り、当期末は前期末と比較して1,423百万円減少の2,852百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益938百万円の確保、仕入債務の増加435百万円といったキャ

ッシュ・フローの増加要因があったため、前期と比べ63百万円増加の732百万円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

前期は、長期性プーリング制度からの戻入による収入1,500百万円といった増加要因がありましたが、当期は、投資有

価証券売却による収入699百万円があるものの、有価証券（リース債権信託受益権等）取得△1,866百万円の減少要因

があったため、投資活動によるキャッシュ・フローは前期と比べ2,852百万円減少の△1,716百万円となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、利益処分による配当金の支払により△440百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社における生産活動と考えられるのは、情報システム事業におけるソフト開発が挙げられますが、その売上高、

売上総利益は、当社全事業合計の数値に対し０．４％以下と僅少で、当社の事業内容に関する合理的な判断を誤ら

せない程度に重要性が乏しいものとして記載はしておりません。 

  

(2) 仕入実績 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(4) 販売実績 

① 事業部門別販売実績 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

区   分 仕入高（千円） 前年同期比(%) 

  移動体通信機器仕入 16,323,625 93.0 

移動体通信事業 販売手数料 9,119,098 93.6 

  計 25,442,723 93.2 

自動車関連機器事業 12,686,843 106.1 

エンジニアリング・保守サービス事業 1,895,857 110.4 

合計 40,025,424 97.7 

区   分 販売高(千円) 前年同期比(%) 

移動体通信事業 

移動体通信機器 10,162,775 88.6 

代理店手数料 18,894,628 98.4 

情報システム 349,950 48.5 

計 29,407,354 93.7 

自動車関連機器事業 

自動車用補修部品 11,626,981 105.3 

自動車用品 3,472,735 98.3 

計 15,099,716 103.6 

エンジニアリング・ 
保守サービス事業 

移動体保守サービス 2,561,410 81.5 

自動車関連機器サービス 2,443,021 110.6 

計 5,004,432 93.5 

合計 49,511,503 96.5 



② 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

 (注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

移動体通信事業においては、携帯電話の新規販売伸び率は個人向けの鈍化が予想されるものの、法人向けは今後とも

伸びていくものと思われます。今後、第３世代携帯電話への買い替えが本格化し、また、ナンバーポータビリティ制

の導入や高度情報化・マルチメディア化とともに、固定電話と携帯電話の融合やＩＰ電話を含む次世代通信システム

時代に対応した法人向け販売・事業体制の再構築を推進するとともに、顧客・地域社会に密着した営業を推進し、販

売ショップのスクラップ＆ビルド、リニューアル／リロケーション、Ｍ＆Ａ等の推進による運営効率の改善、収益の

確保が必要であります。 

また、自動車関連機器事業においては、旧ユニシア、トキコを含む新体制日立（ＡＳ）との一体運営による売上の拡

大、並びに新規自動車用品の市場投入と、自動車リサイクル法の施行に伴った環境問題への対応や、次世代自動車サ

ービスショップ（PitCom）の構築による整備業サービスビジネスの拡大、伸長著しい中国に重点を置いた海外市場に

対する積極的な取組みが必要です。 

なお、エンジニアリング・保守サービス事業においては、車載情報機器（故障診断装置、ドライブレコーダ等）とＩ

Ｔシステムを活用したＶＲＭ(Vehicle Relationship Management)による部品・サービス提供を目指した次世代自動車

部品アフター・サービスシステム、及び各種応用サービスの構築、並びに保守サービスの高効率化が必要でありま

す。 

  

４ 【事業等のリスク】 

①移動体通信事業について 

移動体通信業界は、飛躍的な技術進歩に伴い、高機能・高性能化が進み大きく発展を遂げておりますが、一方では

普及率の増加により新規利用者の伸び率は低下傾向にあります。今後、新規契約の増加は鈍化し、高機能・高性能

機種の買い替えが主流になると思われます。このため、各移動体通信事業者からの代理店手数料政策や仕入条件の

動向、新商品・サービスの動向による通信事業者間のサービス競争激化等が当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

②自動車関連機器事業ついて 

平成17年1月のリサイクル法施行に伴い自動車関連機器事業における当社主要取扱商品である電装品及びリビルト部

品（リサイクル部品）の販売は、中古部品の流通拡大と、ユーザーの低価格指向の高まりによる市場価格レベルの

低下が予想され、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③エンジニアリング・保守サービス事業について 

当社は、移動体通信事業者より一部保守サービス業務の委託と携帯電話機器メーカーより修理業務の委託を受け、

携帯電話の保守サービスを行っております。また、(株)日立製作所より自動車補修部品の保守サービス業務全般、

(株)ザナヴィ・インフォマティクスよりＡＶ機器の保守サービス全般を委託されております。これら保守サービス

業務等に関する業務内容や委託先の大幅な変更、携帯電話機器メーカーの修理業務内製化等がなされた場合は、当

社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(注)上記の将来に関する事項につきましては、当事業年度末日現在において判断したものです。 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

ＫＤＤＩ㈱  7,890,997 15.4 8,591,540 17.4 

㈱ＮＴＴドコモ中央 8,627,597 16.8 7,926,367 16.0 

日産自動車㈱ 4,214,939 8.2 4,154,627 8.4 



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1)株式交換に関する契約 

    当社と株式会社日立製作所（以下「日立」という）は、日立のオートモティブシステム事業と当社 

 の自動車メーカー向けも含めた補修品販売や保守サービスといったアフタービジネスの一体運営を 

 実現し、一貫したバリューチェーンの構築を図るため、平成17年12月15日開催の取締役会において 

日立を完全親会社とするための株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約書を締結いた 

しました。同契約は平成18年２月17日開催の当社臨時株主総会において承認され、平成18年４月１ 

 日に株式交換が実施されております。 

株式交換の概要は、次のとおりであります。 

  ①株式交換の内容 

   旧商法第352条乃至第363条に定める方法により株式交換を行いました。 

   ②株式交換の日 

 平成18年４月１日 

③株式交換に際して発行する株式及び割当 

 日立は、株式交換に際して新株の発行に代えて日立の保有する自己の普通株式8,023,820株を 

 株式交換の日の前日の最終の当社の株主名簿（実質株主名簿を含む）に記載された株主（実質 

株主を含む）に対して、その所有する当社の普通株式１株につき日立の普通株式1.036株の割合 

をもって割当交付いたします。但し、日立が所有する当社の普通株式については日立の株式を 

割当てません。 

なお、当社株式は日立との株式交換により、平成18年３月28日に東京証券取引所市場第一部を 

  上場廃止となりました。 

  

(2) 日立社標使用許諾契約 

  

(3) 移動体通信事業における販売代理店契約 

  

  (4) 統合通信管理システムに関する契約 

  

(5) 情報機器事業における販売基本契約 

会社名 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

㈱日立製作所 日本 
日立マーク、日立ロゴ及
び「日立」「HITACHI」 

日立関連会社の日立社標(社
標・社章・商号)使用料契約 

平成12年４月１日から
平成15年３月31日まで 
以降１年毎の自動更新 

会社名 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

㈱エヌ・ティ・ティ・
ドコモ 
(旧：NTT移動通信網㈱) 

日本 携帯電話、PHS等 代理店契約
平成６年１月21日から
平成６年３月31日まで 
以降１年毎の自動更新 

ＫＤＤＩ(株) 
(旧：(株)エーユー) 

〃 〃 代理店業務委託基本契約
平成13年４月１日から
平成14年３月31日まで 
以降１年毎の自動更新 

会社名 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

㈱日立製作所及び 
㈱日立情報システムズ 

日本 統合通信管理システム 業務委託契約（三者契約）
平成15年12月１日から
平成16年３月31日まで 
以降１年毎の自動更新 

ボイスインターコミュ
ニケーションズ㈱ 

〃 〃 業務提携基本契約
平成16年４月１日から
平成21年３月31日まで 
以降１年毎の自動更新 

会社名 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

㈱日立製作所 日本 日立製情報機器 販売基本契約
昭和63年９月21日から
平成元年９月20日まで 
以降１年毎の自動更新 



  

(6) 保守サービス事業における保守サービス業務委託契約 

  
(注) １ 平成15年10月１日付でＫＤＤＩ㈱における携帯電話等移動機の保守体制は、各携帯電話機器メーカーとの直接保守サービ

ス業務委託契約となったため、新体制移行に先立ち平成15年４月１日付でＫＤＤＩ㈱との間で業務委託基本契約を再締結

いたしました。 

２  京セラ㈱他携帯電話機器メーカー全６社との保守サービス業務委託契約の締結状況は以下のとおりです。京セラ(株)は平

成４年４月７日に契約締結済みであり、三洋テレコミュニケーションズ㈱(平成９年10月１日に三洋電機㈱として契約締

結)、三洋マルチメディア鳥取㈱(平成11年７月２日に鳥取三洋電機㈱として契約締結)の両社は、新体制移行に伴い平成

15年10月１日付で保守サービス業務委託契約を改訂し、再締結いたしました。カシオテクノ㈱及びソニー・エリクソン・

モバイルコミュニケーションズ㈱の２社は、新体制移行に伴い保守サービス業務委託契約を締結しました。また、平成17

年11月1日に㈱KDDIテクノロジーと新たに契約を締結いたしました。なお、㈱日立製作所との契約は平成18年3月31日に終

了いたしました。 

   

会社名 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

㈱日立製作所 
オートモティブシステ
ムグループ 

日本 日立製自動車機器 サービス業務委託契約
昭和59年９月21日から
昭和60年９月20日まで 
以降１年毎の自動更新 

㈱ザナヴィ・インフォ
マティクス 

 〃 
車載用オーディオ・ビジ
ュアルナビゲーション機
器 

サービス業務委託契約
平成10年９月21日から
平成11年９月20日まで 
以降１年毎の自動更新 

ＫＤＤＩ㈱ 
               (注1) 

〃 
ＫＤＤＩが採用する携帯
電話等 

業務委託基本契約
平成15年４月１日から
平成16年３月31日まで 
以降１年毎の自動更新 

沖縄セルラー電話㈱ 〃 
保守サービスセンタの運
営・管理 

業務委託契約
平成14年４月１日から
平成15年３月31日まで 
以降半年毎の自動更新 

京セラ㈱ 他携帯電話 
機器メーカー 全６社 

           (注2) 
日本 各メーカ製携帯電話 保守サービス業務委託契約 １年毎の自動更新 



６ 【研究開発活動】 

 (1)当社の研究開発活動は、移動体通信事業、自動車関連機器事業、エンジニアリング・保守サービス事業について、

今後の事業の核となる技術・商品発掘を目指して推進しています。なお、研究開発費は155百万円となっておりま

す。 

 (2)事業部門の研究開発活動は、次のとおりであります。 

 ①移動体通信事業 

携帯電話情報セキュリティサービスの開始 

携帯電話紛失時に、個人情報となる携帯電話内部アドレス帳の情報漏えいを防ぐ「アドレス帳遠隔消去サービス」

を企業向けに開始しました。 

 ②自動車関連機器事業 

  自動車用故障診断装置（ダイアグノスティックモニタ）の開発 

  高機能型を開発し、東京モーターショーに出展し、販売を開始しました。 

 ③エンジニアリング・保守サービス事業 

  次世代の自動車メンテナンスに関する技術情報と最新の診断装置を備えた次世代自動車サービスショップ

「PitCom」の全国展開を開始しました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）事業部門別売上高                                      （単位：百万円、％） 

移動体通信事業は、販売体制の効率化に努めており前々期に対して6.2％の増加となったものの、前期に対して

は競争激化により6.3％の減少となりました。自動車関連機器事業は、故障診断装置の新機種発売や季節要因等

による修理需要の拡大が影響し、前々期に対して8.5％、前期に対して3.6％の増加となりました。エンジニアリ

ング・保守サービス事業は、携帯電話保守サービス業務の安定化や一部携帯電話機器メーカーの修理業務内製化

等により、前々期に対しては3.6％の増加となったものの、前期に対しては6.5％の減少となりました。 

  

（２）経営成績                       （単位：百万円、％） 

    当期の経営成績は、売上高は前期に対し3.5％の減収となりました。また営業利益、経常利益は競争の激化に加

えＭ＆Ａを含む携帯電話出店費用等、先行投資費用の発生の影響により前期に対してそれぞれ58.6％、69.1％の

減益となりました。なお、当期純利益は投資有価証券の売却を特別利益に計上しましたが前期に対し23.6％の減

益となりました。 

    

   （３）財政状態 

 当期における現金及び現金同等物は、投資有価証券売却による収入699百万円や仕入債務の増加 

435百万円といったキャッシュ・フローの増加要因があるものの、有価証券（リース債権信託受 

益権等）取得△1,866百万円の減少要因があり、当期末は前期末と比較して1,423百万円減少の 

2,852百万円となりました。 

  

  

    

  

  当期 前期 前々期 対前期比 対前々期比 

移 動 体 通 信 29,407 31,383 27,678 93.7 106.2 

自動車関連機器 15,099 14,568 13,917 103.6 108.5 

エンジニアリング保守
サービス 

5,004 5,352 4,831 93.5 103.6 

合  計 49,511 51,304 46,427 96.5 106.6 

  当 期 前  期 対前期比 

売  上  高 49,511 51,304 96.5 

営 業 利 益 469 1,135 41.4 

経 常 利 益 340 1,103 30.9 

当 期 純 利 益 439 575 76.4 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期において、５５５百万円の設備投資を実施いたしました。そのうち主な設備投資は次のとおりであります。 

①携帯電話ショップの新設・改装等 

 販売拠点の充実を図るため、携帯電話ショップの営業譲受４店舗を含む新規５店舗（茨城県日立市、ひたちなか

市、高萩市、千葉県我孫子市、兵庫県神戸市）開設のほか、５店舗改装（東京都港区、品川区、大田区、神奈川

県横浜市、愛知県長久手町）等に３７６百万円を投資しました。 

②支店事務所の改装等 

 本社を含む全国の支店事務所の改装（セキュリティー設備増築）等に６５百万円を投資しました。 

③社内情報システム新構築の推進 

 社内業務効率の向上を図るため、社内情報システム構築に９４万円を投資しました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社は、東京都品川区の本社をはじめ、国内に９支店の他、３８の携帯電話ショップを運営して 

おります。主要な設備は、下表のとおりであります。 
平成18年３月31日現在 

(注) 上記従業員数の他136名の派遣員がおります。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
帳簿価額(千円) 

従業員数
(名) 建物及び 

構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

工具器具
備品 

合計 

北海道支店 
(札幌市中央区) 
他１店舗 

事業所 
携帯電話ショップ 

14,650 193
10,503
(0.9) 

8,551 33,898 27

東北支店 
(仙台市宮城野区) 
他３店舗 

〃 43,486 2
24,780
(0.9) 

14,411 82,679 39

本社・東京支店 
(東京都品川区) 
他２２店舗 

〃 409,622 13,201
418,950
(1.4) 

45,668 887,443 329

中部支店 
(名古屋市名東区) 
他４店舗 

〃 37,029 - 55,015
(0.8) 

7,992 100,037 55

北陸支店 
(金沢市尾山町) 
  

  
事業所 
  

30 - - 233 263 5

関西支店 
(大阪市都島区) 
他３店舗 

事業所 
携帯電話ショップ 

54,927 - 48,467
(1.3) 

14,479 117,873 74

中国支店 
(広島市西区) 
他２店舗 

〃 29,265 45
131,339
(0.8) 

9,777 170,427 35

四国支店 
(高松市郷東町) 
他２店舗 

〃 47,829 - 30,860
(0.6) 

9,299 87,989 24

九州支店 
(福岡市博多区) 
他１店舗 

〃 36,922 - 17,473
(1.1) 

15,141 69,537 53

合計 673,764 13,442
737,389
(8.1) 

125,555 1,550,151 641



また、主要な賃借設備の内容は下表のとおりです。 

  

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

設備内容 台数 リース期間 
年間リース料
(千円) 

リース契約残高
(千円) 

備考 

社内LANシステム 一式 3年～4年 42,256 58,061 所有権移転外ファイナンスリース 

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容 
投資予定額 

資金
調達方法 

着手年月
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力総額

(千円) 
既支払額
(千円) 

東京都、神奈川県

他 
移動体通信 販売店 128,000 - 自己資金 ㍻18年4月 ㍻19年3月 

販売面積

の拡大 

本社及び各支店 全事業部門 
社内情報システ

ム化推進 
48,000 - 自己資金 ㍻18年4月 ㍻19年3月 

事務処理能

力の向上 

合計 176,000 -         



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注)株式会社日立製作所との株式交換により、当社株式は平成18年３月28日をもって東京証券取引所市場第一部を 

  上場廃止となっております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

      該当事項はありません。 

  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)1.利益の資本組入による株式分割(分割比率1株→2株)、１株50円 

2.平成14年６月７日付 当社株式の東京証券取引所市場第二部への上場に伴い、有償一般募集増資を行いまし 

た。 

         

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 22,000,000 22,000,000 非上場・非登録 ― 

計 22,000,000 22,000,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

  平成12年６月15日 
  （注）1. 

10,000 20,000 500,000 1,000,000 ― 866

平成14年６月７日 
（注）2. 

2,000 22,000 384,000 1,384,000 472,320 473,186



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注)1.上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

         日本マスタートラスト信託銀行(株)(信託口)       726.9千株 

         日本トラスティ・サービス信託銀行(株)(信託口)   190.4 

    2.平成18年４月１日付の株式交換により、株式会社日立製作所が当社の全株式を保有することとなりました。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

0 25 11 27 30 0 2,334 2,427 －

所有株式数 
(単元) 

0 15,943 3,935 145,474 23,210 0 31,436 219,998 200

所有株式数 
の割合(％) 

0 7.25 1.79 66.12 10.55 0 14.29 99.99 －

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(株)日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 14,255.0 64.80 

日本マスタートラスト信託銀行
(株)(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 777.1 3.53

リーマン ブラザーズ コマーシ
ャルコープ アジア 
(常任代理人リーマン ブラザー
ズ証券会社東京支店) 

26/F TWO INTERNATIONAL FINANCE CENTRE 8
FINANCE STREET CENTRAL HONG KONG 
(東京都港区六本木６－１０－１) 

606.4 2.76

ユービーエス エージー ロンド
ン アイピービー 
クライアント アカウント 
(常任代理人シティバンク エヌ
エイ東京支店) 

AESCHENVORSYADT 48 CH-4002 BASEL SWITZE-
RLAND 
(東京都品川区東品川２－３－１４) 

480.0 2.18 

ゴールドマン サックス インタ 
―ナショナル 
(常任代理人ゴールドマンサック
ス証券会社東京支店) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
(東京都中央区日本橋茅場町１－２－４) 

439.1 2.00 

ベア スターンズ クリアリング 
(常任代理人シティバンク エヌ
エイ東京支店) 

ONE METROTECH CENTER NORTH BROOKLYN
NEW YORK 11201-3859 U.S.A. 
(東京都品川区東品川２－３－１４) 

295.4 1.34

三菱ＵＦＪ証券(株) 東京都千代田区丸の内２丁目４番１号 263.7 1.20

日本トラスティ・サービス信託 
銀行(株)（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 231.3 1.05 

ビー エヌ ピー パリバ アービ 
トラージ エス エヌ シー 
(常任代理人ビー エヌ ピー パ
リバ証券会社) 

8 RUE DE SOFIA,75018 PARIS,FRANCE
(東京都千代田区大手町１－７－２) 

176.2 0.80

(株)トータルインフォメーショ
ンエージェンシ 

神奈川県横浜市金沢区釜利谷西２丁目36番４
号 

167.2 0.76

計 ― 17,691.4 80.42 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。 

  また、「議決権の数(個)」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

21,999,800 
219,998

権利内容に何ら限定のない当社に 
おける標準となる株式 

単元未満株式 
普通株式 

200 
― ― 

発行済株式総数 22,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 219,998 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

該当事項はありません。           

計 ―         



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、将来の事業展開と経営体質の強化を踏まえて内部留保を確保しつつ配当性向30%を目標 

とすることを基本方針としております。当期の利益配当につきましては、当期の業績、今後の 

事業計画、財政状態等を総合的に勘案いたしまして、１株につき20円（含む中間配当10円）とい 

たしました。内部留保資金の使途につきましては、今後予想されます経営環境の変化に対応す 

べくコスト競争力を高め、従来事業の拡充、新規事業の推進等を図るために有効投資してまい 

りたいと考えております。 

（注）当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年10月26日 

  

４ 【株価の推移】 

(1)【最近5年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）1.第72期の株価は東京証券取引所市場第二部におけるものですが、第73期９月以降の株価は 

東京証券取引所市場第一部におけるものとなっております。 

2.当社株式は平成14年6月7日から東京証券取引所市場第二部に上場されており、それ以前に  

  ついては該当ありません。また、平成15年９月１日付にて東京証券取引所市場第一部銘柄 

  に指定されました。 

3.第75期については、平成18年３月28日付で上場廃止したため、最終取引日である平成18年 

 ３月27日までの株価について記載しております。 

  

   (2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

     （注）1.株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

           2.平成18年３月28日付で上場廃止したため、最終取引日である平成18年３月27日までの株価 

       について記載しております。 

回示 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期 

最高(円) － 468 1,045 875 897 

最低(円) － 320 443 710 719 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 750 759 829 897 858 855

最低(円) 720 731 750 813 811 805



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数
  

  
  

代表取締役 
取締役社長 

  
  

  

兼事業本部長 金 子 邦 榮 昭和19年３月10日生

昭和42年４月

  63年８月

平成６年２月

  12年２月

  13年４月

  

    15年４月

        ６月

  16年12月 

  18年６月 

株式会社日立製作所入社 

同社輸出第二営業所自動車機器部長 

同社電子統括営業本部国際電子営業本部長 

同社自動車機器グループ副グループ長 

同社自動車機器グループ長＆ＣＥＯ 

当社取締役を兼務 

同社退職、当社専務取締役就任 

当社代表執行役執行役社長兼取締役 

当社代表執行役執行役社長兼取締役 兼事業本部長 

当社代表取締役取締役社長 兼事業本部長(現任) 

―

常務取締役 経営管理室長 山 本 勝 宏 昭和21年６月22日生

昭和45年４月

平成７年２月

  ９年５月

  11年５月

  12年８月

15年４月 

    ６月 

  18年６月 

株式会社日立製作所入社 

同社監査室部長 

同社退職、当社入社 

当社取締役 総務部長 

当社取締役 社長室長 

当社取締役 経営管理室長 

当社執行役常務兼取締役 経営管理室長 

当社常務取締役 経営管理室長(現任) 

―

取 締 役 営業本部長兼 
直納営業本部長 加 藤 利 克 昭和21年９月19日生

昭和45年３月 

平成９年８月 
  12年８月 

  15年６月 
  17年４月 

  18年６月 

当社入社 

営業本部直需部長 
営業本部直納営業本部長 

執行役 営業本部直納営業本部長 
執行役 営業本部長兼直納営業本部長 

取締役 営業本部長兼直納営業本部長(現任) 

―

取 締 役 営業本部副本部
長兼東京支店長 中 嶋 康 博 昭和24年１月22日生

昭和46年３月 
平成７年８月 

  12年５月 
  15年４月 

  17年４月 
  18年６月 

当社入社 
営業本部量販営業部長 

九州支店長 
中国支店長 

執行役 営業本部副本部長兼東京支店長 
取締役 営業本部副本部長兼東京支店長(現任) 

―

取 締 役 ― 鈴 木 昌 宏 昭和21年12月11日生

昭和44年４月 

平成２年８月 

  12年６月 

  

  15年６月 

  16年10月 

  

  17年10月 

  18年６月 

トキコ株式会社入社 

同社自動車輸出部長 

同社取締役 自動車事業部副事業部長 

兼第三営業部長 

同社常務取締役 自動車事業部副事業部長 

株式会社日立製作所理事 オートモティブシステム

グループ営業統括本部長 

同社オートモティブシステムグループ営業本部長

(現任) 

当社取締役(現任) 

―

取 締 役 ― 小 塚   潔 昭和30年11月８日生

昭和53年４月 

平成９年８月 

  13年２月 

  14年７月 

  17年４月 

  18年１月 

    ６月 

株式会社日立製作所入社 

同社ソフトウェア開発本部AI設計部副部長 

同社ソフトウェア事業部ネットワークソフトウェア

本部長 

同社情報・通信グループソフトウェア事業部長兼MI

推進センタ長 

同社情報・通信グループ経営戦略室長 

同社経営企画室長(現任) 

当社取締役(現任) 

―

常勤監査役 ― 古 谷 敏 英 昭和21年３月10日生

昭和39年４月 

  45年３月 

平成７年８月 

  13年６月 

  15年６月 

  18年６月 

株式会社日立製作所入社 

同社退職、当社入社 

当社経理部副部長 

当社取締役 経理部長 

当社取締役を退任し、執行役就任 経理部長 

当社常勤監査役(現任) 

―

監 査 役 ― 杉 本 俊一郎 昭和22年７月７日生

昭和46年４月 

平成５年２月 

  12年２月 

  16年10月 

  18年４月 

    ６月 

株式会社日立製作所入社 

同社自動車機器事業部第二機器部長 

同社自動車機器グループ営業本部長 

同社オートモティブシステムグループ営業統括本部

副統括本部長 

同社オートモティブシステムグループ長付(現任) 

当社監査役(現任) 

―



  
(注)1.取締役鈴木昌宏及び小塚 潔の両氏は、非常勤であり、かつ会社法第２条第15号に定める資格要件を満たす社外取締役であり

ます。 

  2.監査役杉本俊一郎及び湯浅裕司の両氏は、非常勤であり、かつ会社法第２条第16号に定める資格要件を満たす社外監査役であ

ります。 

    3.当社は、平成18年４月１日に株式会社日立製作所と株式交換を行っておりますので、当書類提出日において 

各役員が所有する当社の株式はありません。 

  

監 査 役 ― 湯 浅 裕 司 昭和32年７月11日生

昭和56年４月 

平成12年2月 

  

  15年８月 

  18年６月 

株式会社日立製作所入社 

同社自動車機器グループ財務部員（但し日立オート

モティブプロダクツ(アメリカ)INC出向） 

同社オートモティブシステムグループ財務部長(現

任) 

当社監査役(現任) 

―

計 ― ― ― ― ― ―



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社では、事業運営の迅速な執行体制の確立と透明性の高い経営を実現するため、コーポレート・ガバナンス強化

を経営の最重要課題の一つと位置付け、平成15年６月に「委員会等設置会社」に移行しました。 

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

  当社は委員会等設置会社として、経営の監督機能と業務執行機能の分離を明確にすることにより、執行役への大

幅な権限委譲によるスピードアップと責任の明確化が図られました。 

取締役会は取締役７名(平成18年3月31日現在)で構成され、内２名は社外取締役となっており、取締役会には指

名、監査、報酬の３つの委員会を設置しております。 

また、社長直轄の監査室が経営の合理化・効率化及び業務の適正な遂行状況並びに遵法管理体制について内部監

査を実施しております。なお、当社の会計監査人は新日本監査法人であり、監査委員会、監査室、会計監査人は

必要に応じ情報交換を行っております。      

また、日立グループとして、米国における企業改革法(Sarbanes-Oxley Act)への対応にあわせて、財務報告に関

する内部統制の向上を図るために、COSOフレームワークに基づく内部統制システムの構築を進めております。さ

らに、各業務における遵法管理の徹底及び啓蒙活動を推進するとともに、コンプライアンス通報制度を導入いた

しました。 

 (2)リスク管理体制の整備の状況 

当社では、法令遵守と企業倫理の徹底を図るため「日立モバイルグループ企業行動基準」の周知を図ると共に、社

長直属の専任部署としてコンプライアンス本部を設置し、各業務における遵法管理の徹底及び遵法教育と啓蒙活動

を行っています。さらに、会社を取巻く様々なリスクの未然防止を図るためのリスク対策本部を始め、各種委員会

を設置し、それぞれのリスクに対する管理を行っています。 

(3)役員報酬の内容 

   (注)上記金額は月俸及び期末手当・賞与の合計額であります。 

     上記のほか、退職慰労金として退任取締役・執行役(4名)に対して138.4百万円を支払って 

おります。 

(4)監査報酬の内容 

  (5)会計監査の状況 

 a.業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

    土井英雄（新日本監査法人) 

   青栁好一（新日本監査法人） 

    (注)1 継続監査年数については、全員7年以内であるため記載を省略しております。 

    2 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することの

ないよう措置をとっております。 

  b.監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 ８名、会計士補 １０名 

区  分 支給人員(名) 支払額(千円) 

取締役及び執行役 15 159,837  

(うち社外取締役) (3) (11,600) 

区  分 支 払 先 支払額(千円) 

公認会計士法第2条第1項

に規定する業務に基づく

報酬 

  

新日本監査法人 

  

11,500  

上記以外の報酬 － － 

合 計 － 11,500  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第2項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの前事業年度及び平

成17年４月１日から平成18年３月31日までの当事業年度の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けてい

ます。 

  

３ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、当社の子会社はHitachi Mobile Singapore Pte.Ltd.(シンガポール)１社のみで、資産基準、売上高基準、利

益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりとなっています。 

  

資産基準 0.3％

売上高基準 0.5％

利益基準 1.9％

利益剰余金基準 0.3％



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

  該当事項はありません。 

  

  

  



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     515,270     159,001   

２ 受取手形 ※１   785,257     781,786   

３ 売掛金 ※１   6,410,699     6,352,502   

４ 有価証券     ―     1,866,987   

５ 商品     1,620,962     1,621,410   

６ 仕掛品     ―     45,447   

７ 前払費用     3,462     4,696   

８ 繰延税金資産     203,886     270,144   

９ 関係会社預け金     3,761,466     2,693,784   

10 その他     8,756     18,332   

貸倒引当金     △7,094     △27,483   

流動資産合計     13,302,669 81.0   13,786,611 82.3 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   1,118,953     1,172,225     

減価償却累計額   480,206 638,746   517,541 654,684   

(2) 構築物   49,884     48,583     

減価償却累計額   29,004 20,879   29,503 19,079   

(3) 機械及び装置   34,851     34,851     

減価償却累計額   18,689 16,162   21,409 13,442   

(4) 工具器具備品   346,602     390,940     

減価償却累計額   241,271 105,331   265,384 125,555   

(5) 土地     752,556     737,389   

有形固定資産合計     1,533,676 9.3   1,550,151 9.3 

２ 無形固定資産               

(1) 営業権     82,240     268,680   

(2) ソフトウエア     509,190     395,622   

(3) 施設利用権     25,325     25,814   

(4) その他     122     52   

無形固定資産合計     616,878 3.8   690,168 4.1 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     101,750     1,750   

(2) 関係会社株式     7,681     7,681   

(3) 関係会社出資金     2,400    2,400  

(4) 長期前払費用     55,424     48,594   

(5) 繰延税金資産     200,410     111,043   

(6) 差入敷金保証金     578,457     537,938   

(7) その他     29,629     17,129   

    貸倒引当金     △11,425     △7,025   

投資その他の資産合計     964,327 5.9   719,512 4.3 

固定資産合計     3,114,881 19.0   2,959,832 17.7 

資産合計     16,417,550 100.0   16,746,444 100.0 

      



  

  
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     367,575     223,762   

２ 買掛金 ※１   4,976,932     5,548,838   

３ 未払金     116,032     30,078   

４ 未払費用     740,981     783,571   

５ 未払法人税等     116,857     221,906   

６ 前受金     160     8,919   

７ 預り金     194,853     192,945   

８ その他     19,033     ―   

流動負債合計     6,532,427 39.8   7,010,023 41.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     659,084     590,373   

２ 役員退職慰労引当金     233,961     141,852   

３ 預り保証金     127,292     140,024   

固定負債合計     1,020,337 6.2   872,249 5.2 

負債合計     7,552,765 46.0   7,882,273 47.1 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※２   1,384,000 8.4   1,384,000 8.3 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   473,186     473,186     

資本剰余金合計     473,186 2.9   473,186 2.8 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   250,000     250,000     

２ 任意積立金               

  (1) 圧縮積立金   282,562     277,690     

 (2) 別途積立金   5,100,000     5,100,000     

３ 当期未処分利益   1,375,036     1,379,294     

利益剰余金合計     7,007,599 42.7   7,006,985 41.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     ―     ―   

資本合計     8,864,785 54.0   8,864,171 52.9 

負債資本合計     16,417,550 100.0   16,746,444 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１             

１ 移動体通信売上高   31,383,021     29,407,354     

２ 自動車関連機器売上高   14,568,968     15,099,716     

３ エンジニアリング・ 
  保守サービス売上高 

 5,352,390 51,304,379 100.0 5,004,432 49,511,503 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１             

１ 移動体通信売上原価   27,374,773     25,348,442     

２ 自動車関連機器売上原

価 
  11,945,073     12,653,085     

３ エンジニアリング・ 
  保守サービス売上原価 

 1,716,445 41,036,292 80.0 1,890,256 39,891,784 80.6 

売上総利益     10,268,086 20.0   9,619,719 19.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2.3   9,132,753 17.8   9,150,156 18.5 

営業利益     1,135,333 2.2   469,562 0.9 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   4,530     4,047     

２ 受取配当金   240     390     

３  為替差益   ―     15,448     

４ 貸倒引当金戻入益   331     ―     

５ 賃貸料   4,834     3,451     

６ ショップ営業権譲渡益   ―     20,000     

７ ネットワーク使用料   10,257     10,422     

８ 保険配当金   3,928     3,856     

９ その他   14,152 38,274 0.0 20,571 78,186 0.2 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   1,816     1,889     

２ 入金褒賞金   9,187     8,733     

３ 棚卸資産処分損   16,183     133,192     

４ 事務所移転費用   10,002     22,383     

５ 固定資産処分損   14,850     36,591     

６ ゴルフ会員権評価損   15,172     ―     

７ その他   2,453 69,666 0.1 4,361 207,151 0.4 

経常利益     1,103,941 2.1   340,597 0.7 

Ⅵ 特別利益               

   投資有価証券売却益   ― ―   599,123 599,123 1.2 

Ⅶ 特別損失               

   土地減損損失   ― ―   1,226 1,226 0.0 

税引前当期純利益     1,103,941 2.1   938,494 1.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

 483,000 476,000     

法人税等調整額   45,603 528,603 1.0 23,108 499,108 1.0 

当期純利益     575,338 1.1   439,385 0.9 

前期繰越利益     1,019,698     1,159,909   

中間配当額     220,000     220,000   

当期未処分利益     1,375,036     1,379,294   

         



１ 売上原価明細 

(1) 移動体通信売上原価 

              (注) 他勘定振替の主な内訳 

                                滅却 41,310千円 

(2) 自動車関連機器売上原価 

  

  (注) 他勘定振替の主な内訳              (注) 他勘定振替の主な内訳 

    滅却 16,183千円                  滅却 82,242千円 

(3) エンジニアリング・保守サービス売上原価 

  

                       (注) 他勘定振替の主な内訳 

滅却 9,639千円 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

商品期首棚卸高 752,676千円  

当期商品仕入高 17,554,809  

合計 18,307,485  

商品期末棚卸高 676,742 17,630,742千円

販売手数料  9,744,030 

原価合計  27,374,773 

商品期首棚卸高 676,742千円  

当期商品仕入高 16,323,625  

合計 17,000,368  

他勘定振替高 41,310  

商品期末棚卸高 729,713 16,229,343千円

販売手数料  9,119,098 

原価合計  25,348,442 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

商品期首棚卸高 947,040千円  

当期商品仕入高 11,953,625  

合計 12,900,666  

他勘定振替高 16,183  

商品期末棚卸高 939,409 11,945,073千円

商品期首棚卸高 939,409千円  

当期商品仕入高 12,686,843  

合計 13,626,252  

他勘定振替高 82,242  

商品期末棚卸高 890,924 12,653,085千円

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

商品期首棚卸高 4,419千円  

当期仕入高 1,716,836  

合計 1,721,255  

商品期末棚卸高 4,810 1,716,445千円

商品期首棚卸高 4,810千円  

当期仕入高 1,895,857  

合計 1,900,667  

他勘定振替高 9,639  

商品期末棚卸高 772 1,890,256千円



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  
  

  

  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前当期純利益   1,103,941 938,494 

２ 減価償却費   279,728 357,449 

３ 役員退職慰労引当金の増減額(△は減少)   7,085 △92,109 

４ 退職給付引当金の減少額   △56,482 △68,711 

５ 受取利息及び受取配当金   △4,770 △4,437 

６ 投資有価証券売却益   ― △599,123 

７ 有形固定資産処分損   14,850 18,739 

８ 貸倒引当金の増加額   4,769 15,989 

９ 売上債権の増減額（△は増加）   △44,833 61,668 

10 たな卸資産の増減額（△は増加）   83,173 △45,895 

11  立替消費税の増加額   ― △9,103 

12 仕入債務の増加額   972 435,205 

13 未払消費税の減少額   △49,042 △19,033 

14 未払費用の増加額   22,972 42,582 

15 前受金の増減額（△は減少）   △2,956 8,759 

16 その他   64,602 43,909 

小計   1,424,009 1,084,383 

17 利息及び配当金の受取額   4,770 4,437 

18 法人税等の支払額   △759,267 △356,008 

営業活動によるキャッシュ・フロー   669,512 732,812 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 有価証券取得による支出   ― △1,866,987 

２ 関係会社からの戻入による収入   1,500,000 ― 

３ 有形固定資産取得による支出   △71,728 △158,066 

４ 無形固定資産の取得による支出   △243,731 △411,981 

５ 投資有価証券の売却による収入   ― 699,123 

６ 差入敷金保証金の支出   △42,620 △26,209 

７ 差入敷金保証金の返還による収入   23,316 66,727 

８ その他   △28,613 △18,983 

投資活動によるキャッシュ・フロー   1,136,621 △1,716,376 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 配当金の支払額   △439,867 △440,386 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △439,867 △440,386 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額   1,366,266 △1,423,951 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,910,470 4,276,737 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   4,276,737 2,852,786 

     



④ 【利益処分計算書】 

(注)日付は取締役会決議年月日であります。 

  

  

  

   
前事業年度

(平成17年５月19日) 
当事業年度 

(平成18年５月23日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益     1,375,036   1,379,294 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

  (1) 圧縮積立金取崩額   4,872 4,872 4,734 4,734 

Ⅲ 利益処分額           

１ 配当金   220,000   220,000   

２ 任意積立金           

 (1)別途積立金   - 220,000 - 220,000 

Ⅳ 次期繰越利益     1,159,909   1,164,029 



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採用し

ています。 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)を採用して

います。 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用し

ています。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

  移動平均法による低価法を採用し

ています。 

  

(1) 商品 

同左 

(2) 仕掛品 

個別法による原価法 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除く)に

ついては定額法を採用していま

す。なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

  建物     ３～50年 

  工具器具備品 ２～20年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

建物     ３～50年 

工具器具備品 ２～20年 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社使用のソフトウエアに

ついては、社内における見込み利

用可能期間(５年)による定額法を

採用しています。 

(2)無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  均等償却 

(3)長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上し

ています。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上し

ています。 

過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(14年)による定

額法により費用処理しています。

数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(14

年) による按分額をそれぞれ発生

の翌期より費用処理することとし

ています。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

(2) 退職給付引当金 

同左 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支出に備えて、

役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給相当額を計上しています。 

(3) 役員退職慰労引当金 

              同左 

  

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

をしています。 

  

 同左 

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引出可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっています。 

  

 同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式にし

ています。 

消費税等の処理方法 

同左 

  



  
(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。これにより税引前当期純利益

が1,226千円減少しております。なお、減損損失累計額

については、改正後の財務諸表等規則に基づき当該各資

産の金額から直接控除しております。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（損益計算書関係） 

１ 保険配当金の表示方法 

  当期において営業外収益の「保険配当金」が営業外

収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記す

ることとしました。なお、前期の保険配当金は

3,934千円で、営業外収益の「その他」に含めて表

示しています。 

２ 入金褒賞金の表示方法 

  当期より営業外費用の「入金褒賞金」を区分掲記す

ることとしました。なお、前期の入金褒賞金は

7,765千円で、支払利息に含めて表示しています。 

３ ゴルフ会員権評価損の表示方法 

  当期において営業外費用の「ゴルフ会員権評価損」

が営業外費用の総額の100分の10を超えたため、区

分掲記することとしました。なお、前期のゴルフ会

員権評価損は1,200千円で、営業外費用の「その

他」に含めて表示しています。 

  

（損益計算書関係） 

１ 為替差益の表示方法 

  当期において営業外収益の「為替差益」が営業外収

益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記する

こととしました。なお、前期の為替差益は1,254千

円で、営業外収益の「その他」に含めて表示してい

ます。 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

該当事項はありません。 

  

  



注記事項 

  

(貸借対照表関係) 

  

(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 関係会社項目 
   関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 
受取手形 15,902千円

売掛金 106,874千円

買掛金 1,628,163千円

※１ 関係会社項目 
   関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 
受取手形 13,061千円

売掛金 66,485千円

買掛金 2,141,667千円
※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 80,000,000株
発行済株式総数 普通株式 22,000,000株

※２ 授権株式数及び発行済株式総数
授権株式数   普通株式 80,000,000株
発行済株式総数 普通株式 22,000,000株

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ
ています。 

関係会社への売上高 1,092,415千円

関係会社よりの仕入高 6,239,874 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ
ています。 

関係会社への売上高 1,169,204千円

関係会社よりの仕入高 8,847,234 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は78％、一
般管理費に属する費用のおおよその割合は22％で
す。 
主要な費目及び金額は次のとおりです。 

販売手数料 887,552千円

備品及び消耗品費 129,364 

給料諸手当 3,702,930 

退職給付費用 214,088 

役員退職慰労引当金繰入額 11,885 

福利厚生費 580,742 

減価償却費 278,373 

賃借料 923,887 

荷造費及び輸送費 510,980 

保管管理料 151,778 

租税公課 68,355 

旅費交通費 169,558 

通信費 196,125 

広告関連費 164,920 

外注費 488,351 

研究開発費 155,937 

その他 497,920 

合計 9,132,753 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は77％、一
般管理費に属する費用のおおよその割合は23％で
す。 
主要な費目及び金額は次のとおりです。 

販売手数料 905,052千円

備品及び消耗品費 121,583 

給料諸手当 3,582,897 

退職給付費用 255,728 

役員退職慰労引当金繰入額 46,291 

福利厚生費 584,822 

減価償却費 356,106 

賃借料 885,925 

荷造費及び輸送費 470,755 

保管管理料 150,240 

租税公課 68,430 

旅費交通費 179,794 

通信費 180,120 

広告関連費 164,891 

外注費 478,516 

研究開発費 155,759 

その他 563,239 

合計 9,150,156 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

  155,937千円

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

  155,759千円



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 515,270千円

関係会社預け金 3,761,466 

現金及び現金同等物 4,276,737 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 159,001千円

関係会社預け金 2,693,784 

現金及び現金同等物 2,852,786 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

    
取得価額 
相当額 
(千円) 

  
減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

  
期末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具   6,577  2,785  3,791

工具器具備品   369,480  228,331  141,149

合計   376,058  231,117  144,941

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累 
計額相当額 
(千円) 

  
期末残高 
相当額 
(千円) 

車両運搬具  5,543  2,929  2,614

工具器具備品 206,452  123,871  82,580

合計  211,995  126,800  85,194

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 79,345千円

１年超 66,795 

合計 146,141 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 58,256千円

１年超 27,921 

合計 86,177 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 123,774千円

減価償却費相当額 120,580 

支払利息相当額 2,388 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 85,709千円

減価償却費相当額 83,756 

支払利息相当額 1,735 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法にておこなっています。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

  

 (5) 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法にておこなっています。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

       同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 －千円

１年超 － 

合計 － 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 －千円

１年超 － 

合計 － 



(有価証券関係) 
前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  
     該当事項はありません。 
  

２ 前事業年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

３ 時価評価されていない主な有価証券 
その他有価証券 

  

  
  
当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

   上記その他有価証券はすべて1年以内の償還予定です。 

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 
その他有価証券 

  

  
(デリバティブ取引関係) 
前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
デリバティブ取引を全く利用していないため該当事項ありません。 
  
当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
デリバティブ取引を全く利用していないため該当事項ありません。 

  

  

内容 

前事業年度
(平成17年３月31日) 
貸借対照表計上額

(千円) 
  
非上場株式 
  

101,750

区分 取得原価 

（千円） 

貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 

  
－ 

  
－ 

  
－ 

小  計 － － － 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 

      

リース債権信託受益権(3銘柄) 1,600,000 1,600,000 － 

手形債権信託受益権(1銘柄) 266,987 266,987 － 

小  計 1,866,987 1,866,987 － 

合  計 1,866,987 1,866,987 － 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

700,000 599,123 － 

内容 

当事業年度
(平成18年３月31日) 
貸借対照表計上額

(千円) 
  
非上場株式 
  

1,750



(退職給付関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  

 １ 採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けていま

す。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

 ２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

  

 ３ 退職給付費用に関する事項(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △2,879,378千円 

ロ 年金資産 1,747,720千円 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,131,657千円 

ニ 未認識数理計算上の差異 605,532千円 

ホ 未認識過去勤務債務（債務の減額） △132,958千円 

へ 貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △659,084千円 

ト 前払年金費用 －千円 

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △659,084千円 

イ 勤務費用 99,517千円 

ロ 利息費用 72,014千円 

ハ 期待運用収益 △40,448千円 

ニ 従業員年金拠出額 △3,353千円 

ホ 臨時に支払った割増退職金等 43,088千円 

へ 未認識過去勤務債務 △12,087千円 

ト 未認識数理差異 58,928千円 

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 217,658千円 

イ 退職給付の見込み額の期間配分方法 期間定額基準   
ロ 割引率 2.5％   
ハ 期待運用収益率 2.5％   
ニ 過去勤務債務の額の処理年数 14年   
 （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法でおこ 

なっております。） 
  

ホ 数理計算上の差異の処理年数 14年   
(各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を

それぞれ発生の翌期より費用処理することとしております。) 



当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

  

 １ 採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けていま

す。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

 ２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

  

 ３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付債務 △2,869,590千円 

ロ 年金資産 2,096,755千円 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △772,834千円 

ニ 未認識数理計算上の差異 303,332千円 

ホ 未認識過去勤務債務（債務の減額） △120,871千円 

へ 貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △590,373千円 

ト 前払年金費用 －千円 

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △590,373千円 

イ 勤務費用 98,925千円 

ロ 利息費用 71,984千円 

ハ 期待運用収益 △43,693千円 

ニ 従業員年金拠出額 △3,228千円 

ホ 臨時に支払った割増退職金等 90,444千円 

へ 未認識過去勤務債務 △12,087千円 

ト 未認識数理差異 56,952千円 

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 259,298千円 

イ 退職給付の見込み額の期間配分方法 期間定額基準   
ロ 割引率 2.5％   
ハ 期待運用収益率 2.5％   
ニ 過去勤務債務の額の処理年数 14年   
 （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法でおこ 

なっております。） 
  

ホ 数理計算上の差異の処理年数 14年   
(各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を

それぞれ発生の翌期より費用処理することとしております。) 



(税効果会計関係) 

  

  

  

(持分法損益等) 

  

  前事業年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

  利益基準及び利益剰余金基準から見て重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

当事業年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

  利益基準及び利益剰余金基準から見て重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産  

 退職給付引当金繰入限度超過額 269,565千円

 未払金・未払費用 168,559千円

 未払事業税 12,265千円

 その他 149,789千円

繰延税金資産合計 600,179千円

繰延税金負債  

 圧縮積立金 195,883千円

繰延税金負債合計 195,883千円

繰延税金資産の純額 404,296千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産  

 退職給付引当金繰入限度超過額 241,462千円

 未払金・未払費用 172,293千円

 未払事業税 20,938千円

 その他 139,100千円

繰延税金資産合計 573,795千円

繰延税金負債  

 圧縮積立金 192,607千円

繰延税金負債合計 192,607千円

繰延税金資産の純額 381,188千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.9％

（調整）  

 交際費等永久に損金に算入 
 されない項目 

4.4％

  住民税均等割 2.8％

 その他 △0.2％

 税効果会計適用後の法人税 
 等の負担率 

47.9％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.9％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入
 されない項目 

5.3％

  住民税均等割 3.4％

  税効果会計の対象にしなかったゴルフ

会員権の評価額 
2.7％

 その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税
 等の負担率 

53.2％



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 資金の預入に伴う利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 

(2) 兄弟会社等 

  

  

  

  

(注) １ 上記(1)～(2)の金額のうち取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれています。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針 

  上記(1)～(2)各社への販売・仕入については、一般の取引と同様、市場価格を参考に決定しています。 

    ３ (株)日立ユニシアオートモティブは平成16年10月１日に（株）日立製作所と合併しました。 

      上記(株)日立ユニシアオートモティブとの取引金額は平成16年4月1日から平成16年9月30日までの金額です。買掛金の残

高は平成16年9月30日現在の残高です。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 ㈱日立製 
作所 

東京都 
千代田 
区 

282,033 総合電機 (被所有)
直接64.8％ 

兼任2名
転籍7名 

同社商品
の仕入 
  

自動車用補
修部品、情
報機器の仕
入 
  

仕入
6,213,098 買掛金 1,626,318

同社に対
するサー
ビス業務
代行の売
上 

自動車用補
修部品のサ
ービス業務
代行の売上 

売上
  889,655 売掛金 79,421

資金の預入 7,850,000 
関係会社 
預け金 

3,761,466

資金の払出 7,980,000 

利息の受取 2,873    

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容 
取引の内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高 

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社
の子会
社 
  

㈱ザナヴ
ィ・イ ン
フォマテ
ィクス 
  

神奈川 
県座間 
市 

2,500 
  

 
  
カーオーデ
ィオ・ビジ
ュアル製品
の製造 
  
  
  

  
  
― 
  
  

  
― 
  
  

同社製品
の保守サ
ービス売
上 
  
同社製品
の仕入 
  
  

  
同社製品の
保守サービ
ス売上 
  
同社製品の
仕入 
  
  
  

売上
410,960

 

 

仕入 
247,940

 

 

売掛金 
  
  
  
買掛金 
  
  

     
114,663 
  
  
  
56,050
  
  
  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

(株)日立
ユニシア
オートモ
ティブ 

神奈川
県厚木
市 

12,900 自動車部品
の製造 ― 兼任1名

同社商品
の仕入 

エンジン関
連商品の仕
入 

969,031 買掛金 481,423



当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 資金の預入に伴う利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 

(2) 兄弟会社等 

  

  

  

(注) １ 上記(1)～(2)の金額のうち取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれています。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針 

  上記(1)～(2)各社への販売・仕入については、一般の取引と同様、市場価格を参考に決定しています。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 ㈱日立製 
作所 

東京都 
千代田 
区 

282,033 総合電機 (被所有)
直接64.8％ 

兼任2名
転籍7名 

同社商品
の仕入 
  

自動車用補
修部品、情
報機器の仕
入 
  

仕入
8,817,365 買掛金 2,140,350

同社に対
するサー
ビス業務
代行の売
上 

自動車用補
修部品のサ
ービス業務
代行の売上 

売上
  938,397 売掛金 50,963

資金の預入 7,590,000 
関係会社 
預け金 

2,693,784

資金の払出 8,660,000 

利息の受取 2,317    

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容 
取引の内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社
の子会
社 
  

㈱ザナヴ
ィ・イ ン
フォマテ
ィクス 
  

神奈川 
県座間 
市 

2,500 
  

 
  
カーオーデ
ィオ・ビジ
ュアル製品
の製造 
  
  
  

  
  
― 
  
  

  
― 
  
  

同社製品
の保守サ
ービス売
上 
  
同社製品
の仕入 
  
  

  
同社製品の
保守サービ
ス売上 
  
同社製品の
仕入 
  
  
  

売上
278,342

 

 

仕入 
203,839

 

 

売掛金 
  
  
  
買掛金 
  
  

      
83,991
  
  
  
64,944
  
  
  



(１株当たり情報) 

  

  

(注)1株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

  

  

  

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 402円94銭 402円92銭 

１株当たり当期純利益  26円15銭  19円97銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当期純利益（千円） 575,338 439,385 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 575,338 439,385 

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,000 22,000 

第74期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第75期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

－ 

  

（株式交換契約に伴う完全子会社化） 

当社と株式会社日立製作所は、株式会社日立製作所のオー

トモティブシステム事業と当社の自動車メーカー向けも含

めた補修品販売や保守サービスといったアフタービジネス

の一体運営を実現し、一貫したバリューチェーンの構築を

図るため、平成18年2月17日開催の当社臨時株主総会にお

いて承認された株式交換契約書に基づき、平成18年4月1日

に行った株式交換により、当社は株式会社日立製作所の完

全子会社となりました。なお、詳細は「第２ 事業の状況

５ 経営上の重要な契約等(1)株式交換に関する契約」を

ご参照ください。 

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

     【その他】 

なお、投資有価証券は資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略しておりま
す。 

  

【有形固定資産等明細表】 
  

(注)１ 当期減少額欄の（ ）内は内書で、減損損失の計上額です。 
  
  
  
  
  
(注) 当期増加した有形固定資産のうち、主要なものは下記のとおりとなっています。 

  

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表 

計上額(千円) 

  

有価証券 

  

その他有価証券 

リース債権信託受益権 

（３銘柄） 

  

- 

  

1,600,000 

手形債権信託受益権 

（１銘柄） 

  

- 

  

266,987 

計 - 1,866,987 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産               

 建物 1,118,953 91,044 37,771 1,172,225 517,541 59,179 654,684 

 構築物 49,884 2,770 4,071 48,583 29,503 2,645 19,079 

 機械及び装置 34,851 - - 34,851 21,409 2,720 13,442 

 工具器具備品 346,602 70,113 25,776 390,940 265,384 46,620 125,555 

 土地 752,556 - 
15,166 

(1,226) 
737,389 - - 737,389 

有形固定資産計 2,302,847 163,928 
82,786 

(1,226) 
2,383,989 833,838 111,165 1,550,151 

無形固定資産               

  営業権 107,800 260,000 - 367,800 99,120 73,560 268,680 

 ソフトウェア 954,072 75,050 33,214 995,908 600,286 172,635 395,622 

 施設利用権 25,384 728 221 25,890 76 17 25,814 

 その他 350 - - 350 297 70 52 

無形固定資産計 1,087,606 335,778 33,435 1,389,948 699,779 246,283 690,168 

長期前払費用 129,566 30,027 21,577 138,017 89,422 35,884 48,594 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

取得価格 



  
当期増加した無形固定資産のうち、主要なものは下記のとおりとなっています。 

  

  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

【資本金等明細表】 
  

(注)  圧縮積立金の減少は、前期決算の利益処分によるものです。 

  

  

【引当金明細表】 

  

所在地 設備の内容 
建物
(千円) 

構築物
(千円) 

工具器具備品 
(千円) 

合計
(千円) 

茨城県 
日立市等 

直営ショップ 
開店・移転等 

64,468 2,770 29,718 96,956 

東京都 
江東区他 

本社・関西支店 
他事務所改装 

26,249 - 34,904 61,154 

資産の種類 内容 
取得価額
(千円) 

営 業 権 
移動体通信事業における直

営ショップの営業権 
260,000 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 1,384,000 - - 1,384,000 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (千株) (   22,000) (   - ) (   - ) (   22,000)

普通株式 (千円) 1,384,000 - - 1,384,000 

計 (千株) (  22,000) (   - ) (   - ) (  22,000)

計 (千円) 1,384,000 - - 1,384,000 

資本準備金及び 
その他資本剰余
金 

(資本準備金)           

合併時の引継準備金 (千円) 866 - - 866 

株式払込剰余金 (千円) 472,320 - - 472,320 

計 (千円) 473,186 - - 473,186 

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 250,000 - - 250,000 

任意積立金           

圧縮積立金 (千円) 282,562 - 4,872 277,690 

別途積立金 (千円) 5,100,000       - - 5,100,000 

  計 (千円) 5,632,562       - 4,872 5,627,690 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 18,519 27,483 4,400 7,094 34,508 



(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率洗替額となっております。 

  

役員退職慰労引当金 233,961 46,291 138,400 - 141,852 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円) 

現金 56,372 

普通預金 102,629 

合計 159,001 

相手先 金額(千円) 

（株）クラモト 45,240 

(株)ショーワ 36,669 

（株）リーデックス 35,933 

（株）堺電機製作所 30,231 

（株）大日電機 25,045 

その他 608,666 

合計 781,786 

期日別 金額(千円) 

平成18年４月 279,325 

  〃  ５月 249,265 

  〃  ６月 232,877 

  〃  ７月以降 20,317 

合計 781,786 



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)売掛金滞留状況 

  

  

ニ 商品 

  

  

      ホ 仕掛品 

  

  

ヘ 関係会社預け金 

  

相手先 金額(千円) 

ＫＤＤＩ（株） 895,702 

（株）NTTドコモ中央 717,882 

日産自動車（株） 653,602 

いすゞ自動車（株） 198,965 

ヤンマー（株） 196,446 

その他 3,689,901 

合計 6,352,502 

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

6,410,699 51,949,336 52,007,532 6,352,502 89.1 44.8 

区分 金額(千円) 

移動体通信事業 729,713 

自動車関連機器事業 890,924 

エンジニアリング・保守サービス事業 772 

合計 1,621,410 

区分 金額(千円) 

移動体通信事業 3,315 

自動車関連機器事業 42,132 

エンジニアリング・保守サービス事業 - 

合計 45,447 

区分 金額(千円) 



  

ｂ 負債の部 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

㈱日立製作所 2,693,784 

相手先 金額(千円) 

（株）慶洋エンジニアリング 45,786 

三菱重工業（株） 34,300 

美浜(株) 30,491 

日興電機（株） 30,000 

(株)ＯＳＧコーポレーション 13,961 

その他 69,222 

合計 223,762 

期日別 金額(千円) 

平成18年４月 57,983 

  〃  ５月 58,353 

  〃  ６月 94,452 

  〃  ８月 12,972 

合計 223,762 



ロ 買掛金 

  

  

ハ 未払費用 

  

  

ニ 未払法人税等 

法人税、住民税及び事業税の未払い額です。 

  

ホ 退職給付引当金  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(千円) 

（株）日立製作所 2,140,350 

ＫＤＤＩ（株） 928,161 

（株）ＮＴＴドコモ 492,085 

みずほファクター（株） 309,778 

（株）ＮＴＴドコモ東海 99,125 

その他 1,579,338 

合計 5,548,838 

区分 金額(千円) 

未払賞与 367,980 

未払経費 267,302 

未払給料諸手当 81,875 

未払社会保険料 66,413 

合計 783,571 

区分 金額(千円) 

退職給付債務 2,869,590 

未認識過去勤務債務 120,871 

未認識数理計算上の差異 △303,332 

年金資産 △2,096,755 

合計 590,373 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 1.当社は、平成18年４月１日に株式会社日立製作所と株式交換を実施したことに伴い、当社は同社の完全子会 

    社となり当社株式は上場廃止となりました。 

   2.平成18年６月22日開催の第75回定時株主総会において定款変更議案が承認可決され、株券を不発行とし、公告掲載方法も官報

に掲載することに変更されました。 

     

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券並びに特に必要を認めた株式数を表示する株券  

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株  

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社  本店 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社 

  取次所 
東京証券代行株式会社  営業所並びに 

中央三井信託銀行株式会社本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 印紙税相当額 

株券喪失登録   

    株券喪失登録申請料 １件につき10,000円 

    株券登録料 １枚につき500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社  本店 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社 

  取次所 
東京証券代行株式会社  営業所並びに 

中央三井信託銀行株式会社本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係わる手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞  

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 
１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等である株式会社日立製作所は、継続開示会社であり、東京、大阪、名古屋、福岡、札幌、フランクフ

ルト、ニューヨークの証券取引所に上場しております。 

(注) フランクフルト証券取引所については、上場廃止を申請中。 

   ルクセンブルグ証券取引所については平成18年6月1日をもって、ユーロネクスト・アムステルダム及びユーロネ

クスト・パリ各証券取引所については平成18年6月12日をもって、それぞれ上場を廃止。 

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第74期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月22日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

  事業年度 第75期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月12日関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第6号の2（株式交換）の規定に基づく臨時報告書を平成17年12月15

日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月22日

株式会社日立モバイル 

執行役社長 金子 邦榮 殿 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日立モバイルの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第74期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社日立モバイルの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  青  栁  好  一  ㊞ 

指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  橋  爪  輝  義  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月22日

株式会社日立モバイル 

取締役会御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日立モバイルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第75期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社日立モバイルの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社と株式会社日立製作所は平成18年４月１日に会社が同社の完全子会社

となる株式交換を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  土  井  英  雄  ㊞ 

指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  青  栁  好  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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